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の動きは、それ自身の性格変化と密接に結びついている。武力紛争が起これば国際社会が収拾に努力するのは当然のように思えるが、紛争解決への取り組みが本格化するのは、実のところ冷戦終結以降に過ぎない。第二次世界大戦後、米ソを中心とする冷戦構造の中で 際に「熱戦」が展開したはアジア・アフリカなど発展途上国においてであった。米ソの代理戦争と う性格が強いこれらの紛争に対して、国連など国際社会が関与し、解決に導くことは困難だった。こうした問題に対して国連安保理は、米ソによる拒否権の発動によって ほ んど身動きが取れなかった である。
　一九八九年にベルリンの壁が崩壊し冷戦
















ば指摘されることである 、緊急人道援助のように注目度の高い支援には国際社会の協力が得られやすい一方、紛争勃発や和平合意から時間が経つにつれて関心が低下し、資金不足が顕在化す ケースが多い。ＤＤＲにしても、ＤＤ（武装解除・動員解除）に注目が集まる一方で、 Ｒ（社会的再統合）への関心は一般に低い。しかし、戦闘員の社会的再統合 進 なけれ 治安の悪化や紛争再発の可能性が高まる その意味で、紛争に逆戻りさせないための具体策としては、中長期的に社会経済状況を改善することが決定的 重要であり、その点で平和構築は開発問題と密接 繋がる。
　リベリア、シエラレオネ、コンゴ民主共





で語られるようになっ のは二〇〇〇年代以降、正確にいえば二〇〇一年の同時多発テロ（九 ・一一）事件以降である。ＯＥＣＤの開発援助委員会（ＤＡＣ） 二〇〇五年に取りまとめた「パリ宣言」でも、脆弱国家支援が重点課題として掲げられている。
　脆弱国家という論点が開発援助の文脈で
















の問題が存在することは、国際社会 共通認識になりつつある。政府 効率性、法支配、汚職といった問題は、主権 内政に関わり、冷戦期の国際社会はほとんど関与できなかった。しかし、冷戦終結とともに状況は大きく変わ 、今や脆弱国家ガバナンス改善は開発援助コミュニティの重要な課題となっている。その最大の焦点
がアフリカであり、今日アフリカの国家建設には国際社会が深くコミットしている。
　ただし、主権国家の内政に関与し、それ
を改善しようという国際社会の試みが、多大な困難を内包していることを忘れるべきでない。ガバナンスの改善策として、しばしば民主主義や市場経済の促進・機能強化が謳われる。しかし、これら欧米出自の制度を他地域に移植すること 容易ではないし、そうした関与は内政不干渉原則という主権国家体系の根本原則に抵触する。冷戦期に比べて国際社会の関与が盛んになったとはいえ、内政不干渉を根本原則とする主権国家体系の枠組みは現在も変わらず、したがって関与する先進国と関与されるアフリカ諸国との間 は、常に緊張関係が存在する。実際、アフリカの平和構築 現実を見ても、戦闘は収束傾向にあると いえ、平和はなお脆弱で その確立に向けた見通しは不透明である。
　しかし、国際社会はアフリカ諸国の内政
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